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Ⅲ－3．高齢者向け市場 ～来るべき「2025 年」に向けての取り組みが求められる～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．高齢者向け市場を取り巻く現状と今後の環境変化 

本項でいう高齢者向け市場とは、わが国における 65 歳以上の高齢者層の家

計支出における消費支出と社会保障給付、つまり公的支出で構成される需要

を基とした市場の総体を指している。また、高齢者向け市場を構成する産業

分野を大きく分けて、「医療・医薬」「介護」「生活産業」の 3 分野と定義してい

る（【図表Ⅲ-3-1】）。 

【図表Ⅲ－３－１】高齢者向け市場の対象範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

わが国が、世界でも類を見ない高齢化社会に突入しつつある点は論を待たな

い。日本の高齢者人口は 2025 年のピーク時には総人口の 30％超に達すると

見られている。2025 年とは所謂「団塊の世代」が後期高齢者となる年代である。

2025 年までは、後期高齢者が 5 年単位で約 200～300 万人増加するという、

ハイペースで高齢化が進行することとなる（【図表Ⅲ-3-2】）。 

わが国の高齢者

向け市場の定義 

【要約】  

 高齢者向け市場を、「医療・医薬」「介護」「生活産業」の 3 つの事業分野における高齢

者（65 歳以上）の消費市場と定義した場合、2025 年の市場規模は高齢者人口の増加を

背景に 100 兆円規模に拡大する見通し。 

 高齢者向け市場は家計消費支出と公的支出で構成されるため、市場拡大は関連産業

にとってのビジネス機会であると同時に財政負担の増加という課題を抱えることになる。 

 高齢者向け市場の健全かつ持続的な拡大に向けて、「医療・医薬産業」「介護関連産

業」「生活産業」で個別に検討が必要な施策・取り組みがある一方で、サービス提供面

に関しては、サービス水準の向上や効率化を目的として、各事業間で連携して取り組む

意義は高いと思われる。「ヘルスケア・ポイント特区」「一括前払い特区」のような全体最

適化に向けた仕組み作りに対する検討が求められよう。 
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【図表Ⅲ－３－２】日本の人口推計      【図表Ⅲ－３－３】高齢者における要介護者の推計 

 

 

 

 

 

 

（出所）【図表Ⅲ-3-2、3】ともに、国立社会保障・人口問題研究所資料、厚生労働省「介護保険事業報告」より 

みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

高齢者の増加は、同時に社会保障給付費の増加に直結する。先に述べた人

口動態のシナリオを基にすれば、2030 年には高齢者における要介護者の割

合は約 20％となる。実際一般会計の 3 割超を占める社会保障給付費は増加

傾向を維持しており、財源構成や制度改革等給付抑制議論はあるものの、公

的支出そのものの増加は不可避とみられる（【図表Ⅲ-3-3､4】）。 

他方、視点を消費支出に転じると、若干異なる景色が見えてくる。人口動態の

変化による高齢者の増加は、敷衍すれば消費支出における高齢者の比率が

高まるということも意味する。社会保障給付費には年金も含まれており、年金

を主とした実収入の他、高齢者の貯蓄を含む金融資産を背景に、高齢者が

国内消費の主力となっていくことが想定される（【図表Ⅲ-3-5】）。 

【図表Ⅲ－３－４】社会保障給付費の推移           【図表Ⅲ－３－５】高齢者消費の推移 
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高齢化に伴う公

的支出の増加は

不可避 

高齢者は国内消

費を牽引するリー

ダーセグメントに 

（出所）厚生労働省および財務省資料よりみずほコーポ       （出所）シルバーサービス振興会資料より 
レート銀行産業調査部作成                        みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

２．シニア産業の 2025 年の見通し 

2025 年には高齢

者市場は 100 兆

円規模に 

前節で述べたように、人口動態の変化に応じて消費支出および社会保障給

付の増加が見込まれる状況下、高齢者向け市場を対象とする産業は急速な

需要拡大が見込まれる。 
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【図表Ⅲ－３－６】高齢者向け市場の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

  

高齢者向け市場は高齢者人口の変化に応じた需要増加に伴い、2025 年に

は 101.3 兆円規模（2007 年対比161％）に成長し、国内需要を牽引する市場と

なると予測している。内訳をみると、高齢者の健康・生活を支える医療・医薬、

介護産業は合計で約 50.2 兆円規模と、2007 年度（22.6 兆円）対比 2 倍強に

拡大するものと見られる。また、生活産業も拡大する見通しであり、51.1 兆円と

2007年度（40.3兆円）対比約27％増加すると予想する。生活産業は規模的に

は医療・医薬、介護産業と同規模ではあるが、生活必需品である食料、家具・

家事、被服等以外に、生活の質を向上する教養・娯楽等にも波及が及ぶうえ、

卸・小売や運輸・広告等間接的に影響を受ける産業が多いことが特徴である

（【図表Ⅲ-3-6】）。 

高齢者向け市場の拡大は家計における消費支出と公的支出双方の拡大で

構成されるため、市場の健全かつ持続的拡大が成立することは、単に産業振

興や内需拡大の意味合いを持つことに留まらず、日本社会のサスティナビリ

ティそのものの確保に直結することであり、持続的拡大における課題への対

応は不可欠と考えられる（【図表Ⅲ-3-7】）。以降、各事業分野における高齢者

向け市場への対応にかかわる課題と有望分野について論じることとしたい。 

【図表Ⅲ－３－７】高齢者向け市場の持続的拡大のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 
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市場規模

62.9兆円
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的拡大を成立さ

せる意義とは 

（出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 
（注）2025 年はみずほコーポレート銀行産業調査部予測 
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３．日本企業が取り組むべき有望分野・課題 

（１）医療関連産業 

高齢化の進展により、今後益々重要性が高まるのが医療の分野である。2007
年時点で全人口に占める高齢者（65 歳以上）の割合が約 20％に止まるのに

対し、医療費全体に占める高齢者向けの割合は約 50％に達することからもわ

かる通り、医療の主たる受益者は高齢者である。高齢化の進展は当然のこと

ながら医療費の増加圧力となり、厚生労働省によれば、2007 年時点で約 34
兆円の国民医療費は 2025 年時点では約52 兆円まで増加する見通しである。

本章では、我が国の医療制度が抱える問題点を概観したうえで、2020 年に 

向けたあるべき医療の姿を考察する。 

日本の医療システムが抱える最大の懸案は財政問題である。医療保険の収

支を見ると、主に大企業グループの従業員が加入する組合管掌健保におい

ても 2010 年で約 9 割が赤字となっており、中小企業の従業員等を対象とする

全国健康保険協会や自営業者等を対象とする国民健康保険の収支は更に

厳しい状況にある。我が国医療システムを支える医療保険の財政は破綻寸前

にある、と言っても決して過言ではない。こうしたことから、我が国の医療改革

に関する議論は、専ら医療費抑制の観点に偏りがちであり、現在の医療シス

テムは非効率で無駄が多い、という見方をされることが多い。 

ただし実際には、対 GDP 比の国民医療費で比較すると日本の国民医療費は

OECD 諸国の平均よりも割合として低水準である。諸外国比突出して高齢化

が進んでいることを踏まえれば、日本の医療制度はこれまでむしろ非常に抑

制的に運営されてきたという見方も可能であろう。 

また、医療費の内訳は【図表Ⅲ-3-8】の通り、人件費等のサービス費用、施設

関連費用、薬剤費、医療器具費用等に分解できる。こうした支出は見方を変

えれば医療サービス、製薬、医療機器等の「産業」への投資であり、こうした産

業は 2010 年に経済産業省が取りまとめた産業構造ビジョンにおいても次世代

の成長産業として位置付けられているところである。 

 

 

 

 

 

 

 
          
   
 

 

          

最大の懸案は財

政問題 

施設関連
費用

（入院費等）
7.4兆円

医療器具
費用

2.2兆円

薬剤費
7.4兆円

その他
4.4兆円

サービス費用
（ﾄﾞｸﾀｰﾌｨｰ・人件費等）
12.7兆円

2007年 医療費総額34.1兆円

【医療機器産業】
研究開発型の高付加価値産業１．

-対売上高研究開発費率：8.5％（2005時点、業界平均）

２．中小企業を含めた裾野の広さ
-医療機器産業における中小企業比率は約83％

-部材メーカーも含めれば産業の広がりは大

【製薬産業の特徴】

１．省資源・高付加価値産業
-対売上高研究開発費率が他産業比際立って高い

（FY08製薬業上場企業平均：17.2％。同期の製造業

平均は3.6％）

２．安定した高水準の担税力
-製薬協55社の納税額推移

06年：4,960億円、07年：5630億円、08年：5020億円

-同時期の電機産業全体の納税額推移

06年：5,500億円、07年：6,070億円、08年：1,340億円

３．大手企業の海外展開力
-大手5社の海外売上比率は50％超

４．一定の雇用貢献
-製薬産業で約15万人、卸等周辺産業含め数十万人

【医療サービス産業の特徴】
１．高い雇用吸収力
-介護も含めた医療・福祉産業の従事者は

約650万人（2010年。同年の建設業従事者は

約500万人）

-狭義の医療サービス産業の従事者（医師、歯科

医師、薬剤師、看護士数合計）は約200万人。

２．都市計画の中核機能
-鶴岡市や北見市では病院を中核機能とした

コンパクトシティ計画を推進

３．活発な設備投資
-医療・福祉施設の年間建設工事発注額

：約6,000億円（2010年。同年の工場発注額

は約5,000億円）

４．ポテンシャル高いIT投資

【図表Ⅲ－３－８】 医療費の内訳 

高 齢 化 進 展 に 

より医療費は右

肩上がり 

ただし、諸外国に

比べれば医療費

は低水準 

医療費は成長産

業への投資でも

ある 

（出所）厚生労働省、財務省、総務省資料等よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 
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問題は投資がう

まく活かされてい

ないこと 

医療関連産業を次世代の我が国の成長の柱として捉えるならば、成長産業

への投資そのものを惜しむべきではない。こうした産業育成の観点から医療を

見れば、問題は投資が大きいことではなく、投資がうまく活かされていないこと

にあると言える。すなわち、医薬品や医療機器に関しては大幅な輸入超過の

状態が続いており、医療費支出という「投資」が海外に流出している状態にあ

る。また、医療サービス産業に関しては雇用貢献が期待されるところであるが、 

医療・福祉関連の労働環境や賃金水準を見ると、必ずしも魅力的な雇用機会

を提供できているとは言い切れないのが実状であろう。 

医 療制 度 の「目

詰まり要因」は何

か 

世界に誇るべき

フリーアクセス 
た だ し 弊 害 も 顕

在化 

社会奉仕型の医

療 提 供 体 制 は 

もはや限界 

このように投資がうまく活かされていない背景を考えると、現状の医療制度が

制度疲労を起こし、「何らかの目詰まり」を引き起こしているのではないだろう

か。加えて、医療費の抑制が医療機関を疲弊させ、ひいては医療関連産業の

弱体化に繋がる「負の循環」に陥っているのではないだろうか。仮に「医療の

目詰まり」を解消できれば、必要な医療費支出は成長産業への投資として活

かされるのではないだろうか。かかる仮説のもと、我が国医療制度の「目詰ま

り」の要因について、以下において考察したい。 

日本の医療制度の大きな特徴として、医療へのフリーアクセスが挙げられる。

国民皆保険制度を背景に制度上いつでもどこでも必要な診療が受けられるう

え、高度医療を担う医療機関が全国に分散しているため、国民にとって真の

意味でフリーアクセスが確保されていると言える。こうした体制は我が国の医

療体制の誇るべき点ではあるが、一方で医療の高度化・専門化が進んでいく

なかで、いくつかの問題が顕在化してきている。即ち、専門医の臨床経験やノ

ウハウが蓄積されにくくなり高度医療の質を担保することが難しくなってきてい

るうえ、医薬品等の臨床試験が効率的に行えない、材料機器の仕入コストが

上昇する、等の経済面での非合理性も目立ってきている。 

また上記のようなフリーアクセスを比較的低コストで実現するうえで、大きな力

となったのが、言わば「社会奉仕型」の医療提供システムである。即ち、医療

機関を公的・民間問わず非営利法人としたうえで、発生する医療ニーズにつ

いては医療機関や現場の医師の社会奉仕的な労働により吸収してきたのが

日本の医療供給体制であり、病院・病床数が諸外国比圧倒的に多い（即ち発

生する医療行為は多い）にも関わらず、諸外国比少ない医師数でこれをカバ

ーしてきた。とは言え、こうした社会奉仕型の医療供給システムにも限界が見

えはじめている。例えば1996 年と2008 年の医師数を比較すると、全体数は増

加する一方で、高度医療の中心を担う「外科系」や周産期医療を担う「産婦人

科」の医師数はむしろ減少傾向にある。この背景には勤務の過酷さや訴訟リ

スク等があるものと見られるが、こうした傾向は我が国の高度医療や救急医療

への対応力を確実に減退させていくものと言える。今後高齢化の進展により

医療需要が激増するなかでは、個々の医師に過度の負担を強いる「社会奉

仕型」のモデルのみでは限界があると言えよう。 

ド ラ ッ グ ・ ラ グ 、 

デバイス・ラグは

医療の質に直結 

また、医療の質を支えるうえで欠かせないのが医薬品、医療機器であるが、 

所謂ドラッグ・ラグ、デバイス・ラグと言われるように、海外で承認済の医薬品・

医療機器の日本での承認が大幅に遅れる、という問題も顕在化している。  

従来から欧米に対して遅れを取ってきたが、近年では中国や韓国に対しても

劣後が目立っており、こうした観点からは「日本は医療先進国」とは決して言え

なくなってきているのが実状である。 
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 （出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

【図表Ⅲ－３－９】 日本の医療制度のメリット・デメリット 

フリーアクセスを前提と
する医療機関配置
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超え、一部分野で医師
不足が深刻化

○先端研究を行う余力
不足

○諸外国比低い医療費
水準

○不採算分野の維持

○イノベーションの評価に
不向きな診療報酬制度

○いつでもどこでも均質
な医療

○副作用・薬害等の
極小化

○高度医療のノウハウ
が分散

○症例が蓄積せず

○先端医薬・医療機器の
使用不可（ドラッグラグ、
デバイスラグ）

○非効率な臨床研究
体制

○非効率な流通構造

○臨床開発コスト上昇
○製品投入の遅れ

一つの視点は、

高度医療とプライ

マ リ ケ ア の 機 能

分化 

超高齢化社会における医療のあり方を議論するうえでは、高度医療とプライマ

リ・ケアで求められるものが大きく異なってくるという点を考慮すべきである。 

即ち、高度医療では夫々の専門領域における世界最高水準の医療の提供や

救急救命対応力の向上が求められるのに対し、プライマリ・ケアにおいては、

均質な医療を効率的に提供することや、福祉・周辺サービスとの一体運用が

求められることになるであろう。こうした点を踏まえると、高度医療とプライマリ・

ケアの機能分化を徹底したうえで、それぞれにあるべき姿を考えていくことが

有効ではなかろうか。 

高度医療の一案

は医療クラスター 

高度医療の供給体制の一案としては、大規模病院を中心とした医療クラスタ

ーの形成が考えられる。即ち、クラスター内で専門的且つ総合的な医療サー

ビスが提供できるよう、複数領域の大規模専門病院及び総合病院を併設する。

上記の病院と連携する形で、アカデミアや研究所が夫々の臨床研究を実施し

研究成果はデータベース化することにより活用する。研究開発の果実は一定

程度医療機関に還元することにより、医療クラスター内で循環的に資金が回る

ような仕組みを構築する。これにより、医療クラスターは日本における高度  

医療の供給拠点になるとともに、革新的な医薬品・医療機器のインキュベーシ

ョン機能を担うこととなる。また、居住環境を整備することにより、高齢者中心の

コンパクトシティとすることや医療ツーリズムの受け入れ拠点とすることも考えら

れるであろう。 

プライマリケアの

一案はヘルスケ

アプロバイダー 

一方、プライマリ・ケアの供給体制として考えられるのが、福祉や周辺サービス

と一体での在宅医療推進である。即ち、「ヘルスケア・プロバイダー」とでも呼

ぶべき事業者が、在宅の高齢者の健康状態の見守り、医療介護ニーズの把
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握を行い、必要に応じて専門機関と連携する形で医療介護サービスのトータ

ルコーディネートを行う。サービスを通じて集積される医療介護情報を分析す

ることにより、より効率的な医療介護体制を提案していくことも求められる。こう

したサービスを通じて、高齢者の利便性向上と医療・介護サービスの効率的

運用が可能になるうえ、従来に無い新しい形の産業が創出されることとなろう。

また、当然のことながら高度医療とプライマリ・ケアとの間で密接な連携を保つ

ことが重要であり、そのためのツールとして ICT の重要性が増していくことにな

ると思われる。 

上記の「医療クラスター」と「ヘルスケア・プロバイダー」のいずれにおいても  

必要となるのが、大胆な制度改正・規制緩和である。例えば医療クラスターに

ついては、まず医療機関の集約・大規模化にあたっての環境整備が必要であ

る。加えて、世界最高水準の医療を提供するためにはクラスター内での高度

先進医療範囲の適用拡大を検討すべきであるし、産業のインキュベーション

機能を担うためには、医薬品・医療機器承認審査の円滑化が不可欠である。

同様に、ヘルスケア・プロバイダー実現にあたっても、医療従事者の業務範囲

規制や診療報酬制度におけるインセンティブの付け方等についての検討が

必要になる。 

以上、2020 年におけるあるべき医療の姿を考察してきたが、最後にもう一度

指摘したいのは、どのような医療提供体制が望ましいのか、決めるべきは国民

であるということである。今こそ、国民的な議論が必要な時であろう。 

（２）介護関連産業 

介護関連産業は施設系介護、通所系介護、訪問系介護のほか、福祉用具貸

与サービスや配食サービス、その他生活支援サービスや介護予防などを含め

ると裾野が広い産業と言え、今後、高齢者の増加が確実に見込まれる中で成

長産業と位置付けられている。介護保険からの給付対象となるサービスの市

場規模は 2000 年の介護保険制度スタート以降、右肩上がりで推移しており、

2010 年度の約 8 兆円から 2025 年度には約倍増の 15 兆円強まで拡大するも

のと予想する。また、2008 年の社会保障国民会議では介護職員数は 2007 年

の約 117 万人から 2025 年には約 212 万人の介護職員数が必要と試算されて

おり、毎年約 5 万人の新規雇用が必要と見通されている（【図表Ⅲ-3-10､

11】）。 
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【図表Ⅲ－３－１０】介護関連産業の概要 【図表Ⅲ－３－１１】介護市場規模の推移 
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市場の成長が期待される一方で、現状の介護提供体制には課題もある。主な

介護者の構成割合について見ると介護の提供主体となっているのは同居して

いる配偶者や子ども等であり、家族介護へある程度依存していることが窺える。

今後、高齢者数は増加が見込まれているが、世帯別の内訳では高齢者単身世

帯の構成割合が増加すると予想されており、高齢者単身世帯への介護提供に

は家族介護以外の受け皿整備が必要と考えられる（【図表Ⅲ-3-12､13】）。一方

で、介護を提供する介護職員の不足も問題視されている。労働力不足の背景

については、介護職員の所得水準や労働環境の整備等が要因として指摘され

ており、今後必要となる労働力の確保にはこれら所得、労働環境の改善のほか、

労働力としての高齢者の活用なども同時に検討すべきであると思われる。但し、

わが国介護保険財政は既に逼迫しており、介護保険料は 3 年毎の制度改定が

なされる度に引き上げられてきている。このような中で、確実に増加することが

見込まれている介護ニーズに対応する為には、高齢者向け住まいの整備も含

めたより効率的な介護サービスの提供体制構築が不可欠であると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

効率的な介護提供体制の実現へ向けた高齢者向け住まいの整備について、

まず足許の状況について見ると、現状の高齢者向け住宅のストックは【図表Ⅲ

-3-14】の通り、介護保険 3 施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、

介護療養型医療施設）や有料老人ホーム等のその他の施設・居住系サービ

スが大半を占めており、高齢者向け住宅の供給量は僅かである。また、特別

養護老人ホームの入居希望者数は定員数とほぼ同程度存在することや介護

療養病床の廃止が議論されている中で、高齢者向け住宅に対する潜在的需

要は相当数存在するものと思われる。また、わが国の高齢者に対する高齢者

向け住宅の供給量割合は諸外国に比べるとまだまだ少なく、とりわけ介護状

態に至る前の高齢者向け住まいが不足している。このような中、政府は 2010
年の新成長戦略で、高齢者人口に対する高齢者向け住まいの割合を、2008
年時点の 1.5％から 2020 年には 3～5％まで拡大することを目指しており、この

目標達成には新たに 65 万～130 万戸の高齢者向け住宅を供給することが必

要と試算される（【図表Ⅲ-3-15】）。 
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（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将

来推計」よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

【図表Ⅲ－３－１３】主な介護者の構成割合 

（出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」よりみずほコー

ポレート銀行産業調査部作成 

【図表Ⅲ－３－１２】人口構成割合の推移 
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一方で、高齢者向け住宅の供給には十分かつ効率的な医療介護サービスの

提供体制とセットで整備することが重要と考える。2006 年に介護保険財政の

逼迫から導入された特定施設の総量規制以降、有料老人ホームへの入居ニ

ーズの受け皿として期待された高齢者専用賃貸住宅1（以下、高専賃）の供給

量は増加基調にて推移した。高専賃は介護が必要になった際に生活支援や

訪問介護等のケアサービスを外部事業者へ委託する居住形態であったが、

入居の促進には介護関連サービスを提供する事業所の併設など入居者への

臨時、隙間の介護に対するバックアップが十分に整備されている必要があると

考えられ、今後の高齢者向け住宅の整備には要介護時のケア体制構築は必

須の要件となろう。また、わが国の住宅ストックは供給過剰にて推移しており、

拙速な高齢者向け住宅の新設は将来の住宅ストック過剰に拍車をかける虞も

あることから、既存住宅ストックの活用も含め、高齢者向け住宅の整備は慎重

な検討がなされるべきであると考える。 

足許の介護保険事業に関する議論の方向性について見ると、高齢者向け住

宅の整備に加えて、介護の提供場所を施設から在宅へシフトしていこうとする

姿勢が窺われる。また、地域全体で要介護者をケアする地域包括ケアシステ

ムの実現に向けた取り組み2も見られる。こうした動きはこれまでの特別養護老

人ホーム等の施設系介護からデイサービスや訪問介護等の在宅介護の充実

を進めていくということであり、介護保険財政の改善にも資するものと思われる

（【図表Ⅲ-3-16】）。 

 

 

 

 

                                                        
1 2011 年の高齢者住まい法改正に伴いサービス付き高齢者向け住宅に改変 
2 千葉県柏市豊四季台団地において、柏市、東京大学、独立行政法人 UR 都市機構による共同プロジェクト等 
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【図表Ⅲ－３－１４】高齢者向け住宅ストックの状況 【図表Ⅲ－３－１５】政府の高齢者向け住宅供給目標 

（出所）厚生労働省、国土交通省資料よりみずほコーポレート

銀行産業調査部作成 

（出所）厚生労働省、国土交通省資料よりみずほ 

コーポレート銀行産業調査部作成 
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地域包括ケアシステムを含めた在宅介護の推進には住み慣れた地域で継続

して生活することが前提であり、その為には要介護度の重度化に対するケア

や緊急時の医療サービス提供体制などの整備が課題として挙げられる。政府

の方針にも見られる通り、今後、効率的な介護を提供する為には、自宅や高

齢者向け住宅を核とし、医療機関や介護施設、その他生活支援サービス等と

の連携をネットワーク化等により強化し、医療・介護ニーズへの対応力を高め

ることが必要と考えられ、医療情報の共有や見守りサービス等を通じた医療・

介護の一体運営が可能な超高齢化社会に対応した街づくりが求められよう

（【図表Ⅲ-3-17】）。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

（出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

【図表Ⅲ－３－１７】 高齢者住宅事業のあるべき姿 

今後求められる

高齢者向け住ま

いのあるべき姿 

医療機関医療機関

在宅
（持家、高齢者住宅等）

・訪問介護
・通所介護

介護施設介護施設

介護サービス介護サービス

生活支援生活支援

地域自治体
健診機関

地域自治体
健診機関

連
携

・家事援助
・移送等

・遠隔医療
・訪問看護等
・疾病管理

・特養
・老健

連携
連携

連携

住み替え ・疾病予防
・健康管理
・地域連携

見守りサービスによる緊急時対応

連携

一体で運営 医療情報の共有

・看護士の常駐や医療機器

の導入による医療・介護

ニーズへの対応強化

【図表Ⅲ－３－１６】 介護保険事業計画の方向性 

（出所）厚生労働省資料等よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成 

主な介護サービスの種類

居住系 通所系 訪問系

介護保険3施設

有料老人ホーム

グループホーム

サービス付高齢者向け住宅

通所介護（デイサービス）

通所リハ（デイケア）

訪問介護

訪問看護

訪問入浴介護

訪問リハビリテーション

小規模多機能型施設

用具貸出、用具購入等

期介護保険事業計画（平成20年7月策定）
（H21～23年の3ヵ年）

H21年

第4第4期介護保険事業計画（平成20年7月策定）
（H21～23年の3ヵ年）

第5期介護保険事業計画
（H24～26年の3ヵ年）

第5期介護保険事業計画
（H24～26年の3ヵ年）

処遇改善
・介護報酬改定
・介護従事者の

・介護報酬改
・介護従事者

定
の処遇改善

・介護報酬改定、医療との連携強化
・住居系サービスの拡充、在宅介護の充実等
（24時間見守り、緊急時対応等）

・介護報酬改定、医療との連携強化
・住居系サービスの拡充、在宅介護の充実等
（24時間見守り、緊急時対応等）

施設、住居系介護から
地域連携による在宅
介護へシフトする方向
に

H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年

通所介護、訪問
介護等の在宅介
護を充実させる
方向
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（３）生活産業 

高齢者向け支出

総額は 2020 年に

かけて増加 

高齢者向け生活産業の市場規模は、2007 年の 40.3 兆円から 2025 年には

51.1 兆円へと＋26.8％の成長となる見通しである。高齢者向け市場といえば、

医療・医薬産業や介護産業が、高成長率を期待されるところではあるが、市場

規模の観点においては、生活産業が最も大きな高齢者向け市場となってい

る。 

生活産業の市場規模を支出項目別に将来推計すると、どの分野においても

2020 年に向けて 20％超の拡大を予想している。しかし、その後 2025 年にか

けては、横ばいないしは減少する見通しである。この拡大ペースの変化は、

「団塊の世代」の高齢化に伴う、人口動態の変化が影響していると考えられる。

前期高齢者（65～74 歳）の方が後期高齢者（75 歳超）よりも、概ね消費支出が

多い傾向があるため、人口ボリュームの大きな「団塊の世代」が前期高齢者で

ある 2020 年までの期間は、高齢者向け生活産業の市場規模が大きく成長し、

後期高齢者となってくる 2020 年から 2025 年にかけてピークアウトするものと予

想している（【図表Ⅲ-3-18】）。 

高齢者向け生活産業の市場規模拡大は、新たなビジネスへの大きな参入機

会ではあるが、その拡大期間は 2020 年にかけての 8 年程度となることから、

生活産業に関わる各企業が、高齢者向け市場におけるシェアを獲得するため

には、今後 2、3 年の間に、早急な事業基盤整備が必要であろう。既に、高齢

者向け食品、配食、家事代行、見守りサービス、高齢者向けフィットネスプログ

ラム、といった新たな商品・サービスへの取組が始まっており、今後の本格的

な普及が期待される。 

【図表Ⅲ－３－１８】 支出項目別の生活産業市場規模推計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）総務省「家計調査」経済産業省「サービス産業動向調査」 

食の安心安全財団統計資料を基にみずほコーポレート銀行産業調査部が推計 

高齢者の需要は

現在の時間消費

と 、 将 来 の 不 安

解消という 2 方向 

生活産業において、総人口の減少により懸念される国内市場規模の縮小を

食い止めるためには、2020 年にかけて予想される高齢者向け市場の拡大を

最大化することが、重要な方策のひとつと言えよう。しかしながら、高齢者向け

商品・サービスは未だ黎明期といえ、高齢者の消費を促進する為には、ニー

ズと課題を踏まえた、一層の成熟化が必要と考える。 
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高齢者のニーズは、以下の 4 点と考える。 
① 高齢者の 8 割と推定されるアクティブシニアに向けた豊かな時間消費 
② 健康状態の変化に合わせた「次の商品・サービス」の適時提案 
③ 住み慣れた地域での継続居住 
④ 「健康な現在」と「将来の健康不安」の双方に対応できる体制 
 
一方で高齢者向け施策の課題として、以下の 2 点が考えられる。 
①「高齢者向け」を意図した商品・サービスへの抵抗感の緩和 
②個別商品・個別サービス毎に個別分散している提供者・相談窓口 

 【図表Ⅲ－３－１９】健康状態に応じた高齢化チェーンのイメージ 
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デイサービス

訪問介護
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老人ホーム

が生活産業による高齢者向けビジネス

（出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

事業間連携によ

る高齢化チェーン

の構築 

高齢者の抱く抵抗感を緩和し、個別分散の弊害をクリアするためには、以下

の要件を備えた「高齢化チェーン」とも言うべき、商品・サービス提供体制が有

効であろう（【図表Ⅲ-3-20、21】）。 
① 一定の信頼や愛着を獲得している企業がコーディネーターになること 
② 高齢者の日常生活圏内の拠点・接点を通じて提供すること 
③ 健康状態の変化に応じて、商品・サービスをシームレスに提供すること 

例えば、日常的に利用する食品スーパー、あるいは会員となっているフィット

ネスクラブにおいて、ヘルスケア食品や運動プログラム等を組み合わせて、ア

クティブシニアに提供し、消費ニーズを深く掘り下げる。また健康状態の変化

により来店頻度が低下してきた方に対して、宅配や配食サービスを提案したり、

家事代行やリフォームの相談を受付けたりしていく。このように高齢者の日常

生活に則した拠点・接点において、各種の商品とサービスをシームレスに取り

扱うことで、利用者に対する認知度を高め、かつ利用者が求める形へと商品・

サービスを組み合わせて成熟化させることが可能になってくると考えられる。 
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顧客情報の共有

と地域設定が重

要となり、地公体

との連携も課題 

こうした「高齢化チェーン」の構築にあたっては、全ての商品・サービスを自社

でラインナップすることは困難であり、他社事業との連携が不可欠となる。他社

サービスとの連携構築にあたって想定される、顧客数やコストを勘案すると、

高齢化チェーンにおいては、地域設定によって構築条件が異なってくるものと

考える。すなわち、人口集密度の高い都市圏においては、顧客基盤を確立し

ているドミナント企業が、専門事業者と連携しながら、多くの高齢者を固定客

化することが可能だと考えられる。一方で、人口集密度の低い地方において

は、他社との情報連携システムや宅配輸送網の構築コストに見合った顧客数

を確保することが容易ではないと想定される。そのため地方においては、地方

公共団体と、有力企業と、地場の専門サービス事業者の協働による、高齢者

の集住促進を含めた街づくりの枠組が、今後一層求められてくるであろう。 

 【図表Ⅲ－３－２０】大都市圏における高齢化チェーンの構築イメージ 

 

 

 

 

 

 

（出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成  

 

 

 

：収益機会の拡大                ：事業規模拡大による業務効率化 
：ドミナントエリア内の顧客囲い込み     ：コーディネーターとの連携による新規顧客の獲得 

コーディネーター事業者               専門事業者 
【大都市圏における構築意図】 

 
【図表Ⅲ－３－２１】地方における高齢化チェーンの構築イメージ 

 

 

 

 

 

 （出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成

：地域経済の維持活性化 
：インフラサービス利用増 

地方有力事業者（インフラ事業者等） 
 ：行政運営効率化             ：事業効率化 
 ：手厚い行政サービスの供給      ：新規顧客獲得 
地方公共団体               専門事業者 
【地方における構築意図】 
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４．提言  

これまで記述してきた、高齢者向け市場における「医療」「介護」「生活産業」

それぞれのビジネスチャンス、課題、有るべき姿、求められる施策について、

まとめたのが【図表Ⅲ-3-22】である。各事業において求められる施策について

みると、各事業で個別に検討が必要な施策がある一方、サービス提供面（表

中に太字・下線で表示）に関しては、サービス水準の向上や効率化を目的と

して、「医療・医薬」「介護」「生活産業」の事業者間で連携して取り組む意義

は高いと見受けられる。 

高齢者向け市場においては、個々の事業で最適化を図りながらも、各事業が

サービス供給面で連携をはかることが、全体最適化に向けて有効な取組と考

えられる。 

それでは、高齢者向け市場に関する現状の課題をクリアしつつ、市場活性化

がはかられるような高齢者向け市場全般にかかる事業モデル・仕組みとは、ど

のようなものが想定できるだろうか。本稿では、アイデアレベルの事業モデル

であるが、①高齢者の健康増進への貢献と社会保障費の削減、②サービス

提供面での各事業連携による、供給面での効率化・サービス水準の向上、③

高齢者の個人金融資産活用による資金流の創造、の 3 点を内容に盛り込ん

だ 2 つの仮説モデルを例示したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 つ目の仮説モデルが【図表Ⅲ-3-23】に示した「ヘルスケア・ポイント特区」で

ある。社会実験としての「特区」を設定し、健常な高齢者向けに特区の中で消

化できる「ヘルスケア・ポイント」を支給することにより、高齢者の健康増進に向

けた意識づけをはかるとともに、地元経済の発展にも貢献できることを想定し

ている。「3．日本企業が取り組むべき有望分野・課題」において記述した、医

療・介護事業を起点とした「ヘルスケア・プロバイダー」と、生活産業を起点とし

サービス提供面

での事業連携が

求められる 

１つ目の仮説モ

デ ル 「 ヘ ル ス ケ

ア・ポイント特区」 

【図表Ⅲ－３－２２】 高齢者向け市場における各事業の課題等 

（出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

（注）太字・下線は、「医療・医薬」「介護」「生活産業」の事業者間で連携して取り組む項目 

周辺産業との連携強化

高齢者のニーズに沿った商
品・サービスの開発

ネットスーパー等、買い物弱
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高齢者住宅を核とした医
療・介護の連携

健康増進による要介護者
発生の抑制

高齢者・外国人労働力の
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国民的議論の場の設置

プライマリケア・高度医療
提供面での事業連携求められ

る施策

高齢者のライフスタイルに合
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健康増進による要介護者
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た「高齢化チェーン」により、効率的なサービス提供に向けた連携をはかるとと

もに、高齢者の個人資産を潤滑油にして資金流を創造しているのがポイント

である。 

事業の流れについて簡単に説明すると、まず地方政府は健常な高齢者に対

し、特区内の「健康事業」「健康増進事業」「生活支援事業」の消費に充当で

きるヘルスケア・ポイントを発行する。高齢者は費用の一部を自己負担しつつ

も、ヘルスケア・ポイントの使用により割安な価格でサービス・財を購入できる

ので、「健康事業」「健康増進事業」「生活支援事業」における消費が促進され

ることとなる。サービスを受けた結果として、高齢者の健康が増進することによ

り、介護サービスの需要が抑制され、その分、浮いた財源をポイント還元の原

資とすることにより、資金が循環するスキームである。なお「高齢者の健常度」

と「ヘルスケア・ポイントの発行額」の関連付けについては、定期的に高齢者

が健康診断を受け、その結果を入手した地方政府が健常な高齢者にポイント

を支給するという行程をとることにより、カバーできると想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もうひとつの仮説モデルは【図表Ⅲ-3-24】に例示した「一括前払い特区」であ

る。こちらのモデルは、主に富裕層に属する高齢者が今後の生活費用分の資

金をファンドマネージャーに一括前払いし、前払い金額に応じてファンドマネ

ージャー（資金管理者）が、特区内の「健康事業」「健康増進事業」「生活支援

事業」の消費に充当できるポイントを高齢者に供与するスキームである。高齢

者が移住することを想定した、一種の「富裕層高齢者向け保険」と言い換える

ことができよう。事業化に向けた実現可能性のハードルは、「ヘルスケア・ポイ

ント特区」モデルより高いが、富裕層高齢者における将来への不安を解消す

ることによる、消費の喚起が期待できるスキームである。 

【図表Ⅲ－３－２３】 ヘルスケア・ポイント特区のイメージ 

（出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

２つ目の仮説モ

デル 「 一 括 前 払

い特区」 

地方政府・介護保険

高齢者
健康診断

健康診断の結果を
ケアプランに反映

健康状態が良好な
高齢者データ還元

定期的に
健康診断を受診

健康状態が良好な高齢者に
ポイント還元

サービス提供健康増進

ヘルスケア・ポイント特区

ポイントにより利用拡大
（一部、自己負担）

ポイント制
参加申請

ポイントを換金

ヘルスケア・プロバイダー（医療機関、介護事業者発）

高齢化チェーン（デベロッパー、鉄道、小売）

効
率
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
に

向
け
た
連
携
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ﾃﾆｽｽｸｰﾙ
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ｶﾙﾁｬｰｸﾗﾌﾞ

教育
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旅行
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健康増進事業

一部事業
収益補填
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健康増進事業

一部事業
収益補填

生活産業
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宅配

リフォーム

生活支援事業

フィットネス
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（ポイント付与、上限あり）
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【図表Ⅲ－３－２４】 一括前払い特区のイメージ 

（出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

以上、現状の課題をクリアしつつ、高齢者向け市場の活性化がはかられるよう

な事業モデルとして、2 つの仮説をアイデアとして例示したが、実現に向けて

は幾つかの問題点をクリアする必要がある（【図表Ⅲ-3-25】）。例えば「ヘルス

ケア・ポイント特区」モデルにおいては、高齢者の健康増進と介護保険給付費

の削減が必ずしも直結しないため、財源が不足する懸念があることがスキーム

上の問題点として挙げられる。また「一括前払い特区」モデルにおいても、一

括前払い金額を算定することの可否に加え、保有資産の規模による高齢者間

の不平等性の発生などが挙げられ、実現に向けては対応の是非、解決の可

否について、様々な角度から検討していくことが必要となろう。より深刻な財源

問題に関しては、新たな切り口からシニアマーケットを見つめ直すことも求めら

れよう（「Ⅲ－6」もあわせてご参照ください）。 

２ つの 仮説 モデ

ルの問題点 

【図表Ⅲ－３－２５】 仮説事業モデルの問題点等  

 

 

 

 

 

 

 
        

（出所）みずほコーポレート銀行産業調査部作成 

・高齢者間の不平等性（保有資産による格差）

・特区への高齢者移住が進まないリスク

・高齢者死亡後の残金の扱い

・長寿化により、ファンドが枯渇するリスク有

・高齢者の個人金融資産が財源。ただし利用
者のモラルハザード防止のため、料金の一部
は現払いを想定

・生活支援事業など、低採算が予想される事業
に対しては、減税などの支援策が必要

・前払い資金をベースとした消費喚起策であり、
①と同様、ポイント付与の水準次第

・対象層が限定される制約有り。不安解消効果
やポイントを使い切りたいニーズにより、利用
者の消費拡大は期待できる

②一括前払い特区

・「ポイント活用によるサービス利用→健康増
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ずしも直結しない→財源が不足する恐れ

スキームの

問題点

・介護保険給付の抑制が財源（高齢者の個人
資産は「健康増進」の潤滑油）

・生活支援事業など、低採算が予想される事
業に対しては、別途、政府からの収益補填
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財源問題の解決

事業者の収益性
への配慮

・ポイント付与による消費喚起策であり、ポイ
ント付与の水準次第

・サービス利用により、健康状態が改善するこ
とが、一層のサービス利用につながる
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・生活支援事業など、低採算が予想される事
業に対しては、別途、政府からの収益補填
が必要
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